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第 1 章 総 則 
 

１ 業務継続計画(ＢＣＰ)とは 

  大規模災害が発生した場合、行政は、災害対応の主体として、応急復旧や被災者対応等 

の役割を担うことになると同時に、人、物、情報等の利用できる資源が制約される災害時 

であっても、市民生活に大きな影響を及ぼす可能性のある通常業務については、停滞する 

ことなく継続しなければならない。 

   業務継続計画(ＢＣＰ：Business Continuity Plan)とは、災害時の応急業務や優先度 

の高い通常業務等をあらかじめ特定するとともに、業務継続のために必要な執行体制、対 

応手順、資源等を明確にし、様々な事象に対してより迅速で、的確に対応するために作成し 

た計画のことである。 

 

２ 目的 

   本計画は、大規模災害が発生した場合でも、災害時に特化した復旧や被災者対応等の応 

急業務と継続優先度の高い通常業務を、より効果的に、バランスよく両立することで、市民 

の生命、財産及び日常生活への影響を最小限にとどめ、１日でも早い災害からの復旧、復 

興を目指すことを目的とする。 

    

３ 計画の位置付け 

業務継続計画は、災害対策基本法に基づく法定計画である「福島市地域防災計画」の

下位に位置する計画で、災害時の応急業務や優先度の高い通常業務等を明確にし、庁舎

等の行政機能が被災し、制約が伴う状況となった場合でも、より迅速、的確に業務を継

続することを目的に策定された基本的な計画であり、実際の現場対応や事業者との連絡

体制等について詳細に定めた個別計画の上位に位置するものである。 

     なお、新たな危機事象等に対する業務継続については、様々な個別事象毎に策定した

計画等に基づき対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 対象とする危機事象 

  当該計画において対象とする危機事象は、地震災害、風水害、雪害、火山災害等の自然災 

害をはじめ、市政運営に支障を及ぼす恐れのあるすべての危機事象とする。 
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５ 基本方針 

(１)業務継続能力の強化 

   計画の策定にあたっては、これまでに発生した地震災害、風水害、雪害、火山災害等をは 

じめとする様々な災害の経験から学んだ多くの知識や課題を積極的にフィードバックし、 

災害発生時に必要な執行体制や優先業務を明確にすることで、平時からの災害に対する職 

員の意識向上や備蓄環境の整備を図り、人や物資が限られた状況での業務継続能力強化 

に努める。 

(２)各業務の優先順位の明確化 

  ①市民の生命、身体の安全に直結する業務を最優先とする。 

  ②関係機関と協力し、ライフライン、交通網、情報通信網等の早期復旧に努める。 

  ③業務停滞により、市民生活に著しい影響を及ぼす通常業務を優先する。 

  ①～③に掲げる業務を、限られた時間で同時並行的に行う必要があり、各業務の優先順 

位を明確にすることで、より迅速で的確な業務遂行を実現する。 

(３)適宜適切な見直し 

   策定した計画は、時代の流れに即した実効性の高いものである必要があるため、毎年度 

の組織機構の改正のみならず、防災訓練等により判明した新たな課題の反映や防災に対す 

る新たな考え方を取り入れるなど、適宜適切な見直しに努める。 

 

６ 業務継続計画策定の効果 

  (１)迅速で的確な業務継続 

災害発生時には、応急業務が新たな業務として急激に増加することから、通常業務と 

あわせた全体業務量は極めて膨大なものとなるが、業務継続計画を策定し、優先して継 

続する業務を特定しておくことにより、災害時に混乱することなく、必要人員を有効に配 

置し、迅速で的確な業務の継続が可能となる。 

 

＜業務＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務継続計画導入による効果 

発災 

通常レベル 

目標レベル 

最低レベル 
＜時間＞ 

落ち込み

の防止 

発災後の対応 

計画運用前の業務レベルと時間曲線 

業務レベルの向上 

優先順位の選定 

目標とする業務レベル 

までの時間の短縮 

計画運用後の業務レベルと時間曲線 
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(２)災害の長期化に備えた人員の確保 
大規模災害においては、その被災状況が長期化することが予想されるが、業務継続計画

の策定により、あらかじめ優先する業務を特定することで、様々な制約がある状況におい

ても効率的な人員の配置を計画することが可能となるほか、原発事故に見られるような広

域的避難など、一般災害、地震災害では発生しない特別な業務が発生した場合も、比較的

短時間で体制構築が可能となる。 

また、計画的な人員の配置や勤務条件が整うことから、自らも被災者となっている職

員の精神面や安全衛生面での改善が見込まれ、災害の長期化にも対応できる体制が早

期に構築できる。 

(３)業務効率の向上 

計画の策定による優先業務の明確化や職員の必要な執行体制の構築により、災害時

の優先業務に迅速に取り組むことが可能となり、業務の作業効率が向上し、この一連の

サイクルが有効に機能したとき、早期復旧･復興が実現可能となる。 

 

７ 前提とする被害想定 

    福島盆地西縁断層帯地震想定の震度６強を福島市内で観測することを想定する。 

    大規模地震の発生時には、建物・交通施設の損傷、電気・水道・ガス・通信等のライフライ 

ンの物理的被害のほか、多数の人的被害が予想されるが、本計画では、市の業務継続に必 

要な資源（人、物、情報及びライフライン等）に影響を与える要因として以下の定性的な状 

況を被害想定とする。 

   ①大規模地震の影響により、市有施設を含め、多数の建物被害が発生する。 

   ②地震による建物被害や火災等により、市職員本人や家族等も含め、多数の人的被害が

発生する。 

 ③建物被害等による避難者が多数発生する。 

 ④道路、鉄道等の損傷により公共交通機関の運行が一定期間停止する。このため、市職

員は、発災直後は公共交通機関や自動車を利用した参集が困難となる。 

   ⑤電気・水道・ガス・通信等のライフラインが一定期間停止する。市有施設においては、非

常用電源から電力の供給のない各種業務システムは一時使用できなくなる。 

 

８ 災害発生時の体制 

 (１)初動体制 

各部は、災害が発生し、または発生のおそれがあると認められる場合は、一般災害、地

震災害発生時のそれぞれの参集基準に基づき、直ちに警戒配備体制を整えるとともに、

所管する業務における災害に関する情報の収集を行う。 

ただし、地震災害において震度５強以上の揺れが確認された場合は、警戒配備体制を

とることなく、災害対策本部設置基準により本部を設置する。 

また、各部において収集された災害に関する情報については、災害対策に係る情報シ

ステム及び随時開催される情報共有会議において共有する。 
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(２)災害対策本部の設置基準 

    災害対策本部は、下記のいずれかに該当し、市長が必要と認めた場合設置する。 

    なお、市長が不在のときは、副市長を第二順位とする。 

   ①市域において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合。 

   ②その他、総合的な応急対策を必要とするとき。 

(３)災害対策本部事務局 

 ①災害対策本部事務局は、危機管理監を事務局長とし、通常災害に対応する常設班と

災害の規模に応じて設置される特別班によって組織する。災害対策本部事務局の組

織及び各班の役割は、福島市地域防災計画 第２編 一般災害対策編 第２章 第１節第

２ 災害対策本部 ３ 本部等の組織及び事務分掌に定めるとおりとする。 

②災害対策本部事務局は、本部開設に必要な資機材等の確保及び設置並びに通信手段

の確保に努める。 

(４)災害対策現地本部の設置 

災害対策現地本部は、災害対策本部の設置と同時に、各支所に設置する。 

ただし、災害の発生が局地的である場合は、災害対策本部の設置に関わらず、当該地

域を管轄する支所等に設置する。 

 

９ 職員の参集 

（１）配備体制 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の職員の配備体制は、その災害の規模

等に応じ、災害時等における職員の配備体制に基づき行う。 

震度５強以上の地震が観測された場合は、全職員登庁とする。 

（２）勤務時間内に地震が発生した場合 

職員自身や周囲の安全確保を図るとともに、来庁者がいる場合は安全な場所に避難

させる。その後、応急業務等の非常時優先業務に従事する。 

災害対策本部が設置される場合、災害対策本部事務局員に指名されている職員は、参

集し設営に従事する。 

（３）勤務時間外に地震が発生した場合 

職員自身と家族の安全確保を図る。その後、参集基準に従い速やかに登庁する。 

参集した職員は、各所属における応急業務等の非常時優先業務に従事する。 

（４）参集可能人数の考え方 

勤務時間外に震度６弱以上の大規模地震が発生した場合に、参集可能な職員数  を

時系列で把握するため、個々の職員の登庁に要する時間を、以下の条件に基づき本庁舎

までの実際の道路距離をもとに算出。 

① 徒歩で参集することを想定し、時速３km とする（※１） 

② 安否確認や身支度などの準備時間として 30 分を計上 

③ 本人・家族の被災や救助・援助などによる、参集が困難な職員を除いた参集 

可能割合を 90％と設定（※２） 
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※１ 徒歩の時速３㎞について 

時速４㎞が一般的な徒歩の速度とされているが、地震により道路が被災する 

   ことや被害状況を確認しながら登庁することなどを考慮し、時速３㎞と設定。 

※２ 参集可能割合の設定について 

内閣府作成 中央省庁業務継続ガイドライン第３版を引用し、９０％に設定 

10%：本人や家族の負傷等により参集不能 

（５）参集可能人数の想定 

（４）の考え方に基づく参集可能人数は下表のとおりであり、発災後３時間までの参集可

能人数は本庁で８５７人（73.3％）、本庁以外で６４９人（58.4％）となった。 

 

参集可能人数     （令和７年４月１日現在の職員数を基準に算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本庁以外については、全施設の職員を合算して算出 

（６）職員の安否確認 

地震発災時に、非常時優先業務を迅速かつ的確に遂行するためには、いち早く参集し

た職員の把握と職員等の安否確認が重要となる。 

各部庶務担当課は各課の緊急連絡網で部内職員の安否確認及び参集状況を取りまと

め、災害対策本部事務局へ報告することとする。 

地域防災計画においては、登庁が困難な場合、最寄の支所へ参集し、災害情報の収集・

伝達に支障がない範囲で、防災用ＩＰ無線等により災害対策本部事務局へ連絡すること

となっている。 

（７）職員の家族の安否確認 

勤務時間内に発災した場合には、職員は各職場において非常時優先業務に従事する

ことになるが、安心して職務に専念するには家族の安否や自宅の被害状況等を知ること

が重要である。  

そのため、普段から家族間でメールや災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板等の連絡方

法を確認しておくこと。  

職員が家族の安否を確認できない場合は、他の職員が代わってその職務を行うこと。
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職種や部署によって代理が難しい場合は、他の職員が代わって家族の安否確認を行う体

制の整備を各部で行うこと。 
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第２章 業務継続の要件 
 

１ 基本施設の防災機能 

  大規模災害の発生時に災害対策本部が設置され、災害対応の中枢としての役割を果たす

本庁舎は、防災拠点としての機能を有する必要がある。 

（１）免震構造 

災害発生時に災害対策本部が設置される庁舎棟は、迅速な指揮、情報伝達等の災害

対応が可能となる免震構造（※）で整備されており、震度７相当の揺れにも耐えられる構

造となっている。（東日本大震災発生時においても、建物内の備品等の転倒は確認され

ていない。） 

 また、令和７年３月に供用開始となった複合棟においても、庁舎棟と同様の免震構 

造となっている。 

※免震構造：基礎と土台の間に免震装置が設置されており、地震の揺れを建物に伝わ

りにくくする構造。 

（２）自家発電設備 

 非常用自家発電設備を庁舎棟１０階及び複合棟５階に設置し、災害等による停電時に

７２時間（３日間）の電力供給が可能となっている。 

【概要】庁舎棟：エンジン形式 ガスタービン 発電容量７５０ＫＶＡ 燃料Ａ重油 

    複合棟：エンジン形式 ディーゼル  発電容量２５０ＫＶＡ 燃料軽油 

    （また、環境負荷軽減を図るため、太陽光発電や水素発電による電力を複合 

棟及び立体駐車場の一部に供給） 

 

（３）庁舎内貯留槽 

各種貯留設備に加え、緊急用常設型浄水装置２台を設置し、飲料水等の確保が可能 

となっている。 

   【概要】上水道：地下受水槽２８㎥×２、屋上受水槽１５㎥ 合計７１㎥ 

        雑用水：地下水槽７０㎥、屋上水槽１５㎥ 合計８５㎥ 

           雑用水を使用し、飲料水を精製することも可能 

浄水装置：毎時２㎥の浄水が可能 

   また、複合棟敷地内には耐震性を備えた災害時給水貯水槽を設置しており、災害時 

に飲料水を確保できる構造となっている。 

 【概要】耐震性貯水槽：災害時に給水可能 １００㎥（１００ｔ） 

（４）雨水・井戸水の有効利用 

雨水・井戸水を庁舎内の（３）雑用水の貯留槽に溜め、トイレ洗浄水等に使用することで

節水し、確保されている浄水を飲料水中心に使用することが可能となっている。 

（５）代替施設 

想定を超える災害やそれ以外の要因で本庁舎が使用できなくなった場合は、代わりと

なる施設を状況に応じて選択し、災害対策本部を設置する。 
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  代替施設リスト 

施設名 建築年 
災害危険度 防災機能 

洪水 土砂 地震 火山 
自家発電 
容量 

水、 
食料等 

ＮＣＶ 
ふくしまアリーナ 

平成30年 ○ ○ ○ ○ 

非 常 用
80KVA 
太 陽 光
20kw 

蓄電池
22kwh 

備蓄あり 

飯坂支所 平成 16 年 ○ ○ ○ ○ 30KVA 備蓄あり 

松川支所 平成27年 ○ ○ ○ ○ 

非 常 用
49KVA 
太陽光 10kw 
蓄 電 池
11kwh 

備蓄あり 

 

２ 災害時の通信手段の確保 

大規模災害発生時は、断線や輻輳
ふくそう

による通信規制が発生し、固定電話・携帯電話が使用

できなくなることが想定されており、災害時でも使用可能な通信手段を確保しなければな

らない。 

 （１）災害時優先電話と非常時電話 

電話の殺到による通信網の混乱を避けるため、通信規制が実施された場合でも、災害 

時優先携帯電話や非常時電話により、情報収集や情報伝達を行うことが可能となってい 

る。災害時に発信のみ優先扱いとなる。 

（２）防災用ＩＰ無線 

災害現場での現場情報収集や災害活動における通信手段として移動系無線の役 割 

が増加しており、災害発生時の情報空白を軽減する目的で、防災用ＩＰ無線を設置してい 

る。 

防災用ＩＰ無線は、通信範囲が極めて広く、無線局の免許申請や登録が不要といった利 

便性があるうえ、パケット通信を利用していることから輻輳
ふくそう

も回避できるとともに、携帯

電話のような使い方であることから、効率的な現場活動が可能となった。 

 （３）福島県総合情報通信ネットワークシステム 

衛星回線、地上無線、光回線により、県・県出先機関、県内市町村、県内消防本部を結 

ぶシステム網で、災害時の通信確保のほか、平常時の連絡通信手段として活用できるな 

ど、県内の各生活圏同士の密接な情報連携を実現する信頼性の高いシステムを導入して 

いる。 

（４）ＮＣＶ地域ＢＷＡ（広帯域移動無線アクセス）回線 

    発災時にもつながりやすい優先接続の提供について、㈱ニューメディアとの協定を締 

結している。回線集中が起きにくい地域ＢＷＡに加え、全国ＢＷＡエリアでも災害時優先 

接続の設定によりアクセス集中時のリスク分散用回線として使用可能である。 

 

 



9 

 

３ 各種燃料等の確保 

災害発生時に業務を継続するために緊急車両、公用車等の燃料をはじめとする各種

燃料を確保しなければならない。 

これに対応するため、通常使用する公用車の燃料補給頻度を見直し、早めの補給を行

うほか、各種燃料に関する団体と「災害時における生活必需品の供給協力に関する協定」

を締結し、各種燃料の優先的な供給を受けることで、業務の継続性を確保するものであ

る。 

  【協定締結先】 

  ・石油製品等・・・福島県石油業協同組合福島支部 

  ・ガス製品等・・・福島県ＬＰガス協会県北支部 

 

４ 行政データの可用性確保 

今日における行政事務のほとんどは、情報システムやネットワーク等により執行されて

おり、業務を継続するためには、これらの設備やデータ等の利活用が必要不可欠なもの

となっている。 

    災害発生時においても、災害に関する情報収集や各初動体制に大きな影響を与えるこ

とが予想されるため、それぞれの業務においてデータのバックアップが可能となるシス

テムを構築するとともに、「福島市主要情報システムにおける業務継続計画（福島市ＩＣＴ

－ＢＣＰ）」を策定し、災害時の業務継続、早期復旧に対応する体制を整えている。 

  ※詳細は福島市主要情報システムにおける業務継続計画（福島市ＩＣＴ－ＢＣＰ）を参照。 

 

５ 非常用備蓄品の確保 

 （１）食糧の確保 

食糧の確保については、災害用備蓄食糧を有効に活用する。 

（２）飲料水の確保 

飲料水については、１基本施設の防災機能（３）庁舎内貯留槽において確保した水を使

用するが、災害が長期化し、さらに断水が復旧しない場合は、平和通り地下に設置した

貯水槽をはじめ、水道局の受水池及び配水池に貯留する応急給水用の水を使用するこ

とが可能であり、これを業務継続に必要な飲料水として活用する。 

（３）各事務用品等の確保 

災害時に必要とする物品等については、それぞれの災害対応業務において必要物品

が異なるため、災害対策本部事務局の各班や各所属において非常用物品として準備す

ることを基本とするが、物品が不足した場合は、全庁的な備蓄品を最大限に活用し業務

に当たる。各班や所属での確保が困難な場合は、災害対策本部事務局が必要物品の確保

に努める。 

 

６ 他の地方公共団体等への応援要請 

大規模災害時は、応急業務等が急激に増加することから、既存の職員のみでの対応が困

難となることが想定されるため、災害時応援協定を締結した他の地方公共団体等へ職員の
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応援を要請することが必要となる。 

人員の不足が想定される業務の担当所属は、迅速かつ的確な応援要請と応援受け入れ

を行うため、福島市災害時受援計画に基づき、応援要請及び応援受け入れ体制を整える必

要がある。 
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第３章 非常時優先業務 
 

１ 非常時優先業務の考え方 

非常時優先業務とは、大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のことで、具

体的には、災害応急対策業務や業務継続の優先度の高い通常業務が対象となる。 

発災時に職員や資機材等の制約を伴う状況下で業務継続を図るためには、優先的に実

施する業務を時系列で絞り込むことが必要となる。このため、非常時優先業務の候補とな

る各業務を対象に、発災後のいつ頃の時期までに業務を開始・再開する必要があるかを検

討し、想定する期間内に一部開始・再開すべき業務を非常時優先業務として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 非常時優先業務の選定基準 

 非常時優先業務を選定するに当たっての優先区分とその基準は以下の表のとおりとする。 

選定基準 
業務開始 
時間(以内) 

発災後直ちに（概ね３時間以内）着手しないと、市民の生命・身体・財

産や市民生活等に重大な影響を及ぼすことになるため、限られた資源

の中であっても最優先的に対策を講じる必要がある業務。 

３時間 

発災後１２時間以内に着手しないと、市民の生命・身体・財産や市民

生活等に大きな影響を及ぼすことになるため、限られた資源の中であ

っても優先的に対策を講じる必要がある業務。 

１２時間 

発災後１日以内に着手しないと、市民の生命・身体・財産や市民生活

等に大きな影響を及ぼすことになるため、限られた資源の中であって

も早急に対策を講じる必要がある業務。 

１日 

発災後３日以内に着手しないと、市民の生命・身体・財産や市民生活

等に大きな影響を及ぼすことになるため、限られた資源の中であって

も早急に対策を講じる必要がある業務。 

３日 

発災後１週間以内に着手しないと、市民の生命・身体・財産や市民生

活等に相当の影響を及ぼすことになるため、限られた資源の中であっ

ても早急に対策を講じる必要がある業務。 

１週間 

 

３ 災害発生時の非常時優先業務 

（１）災害対策本部の各班における非常時優先業務 

非常時優先業務 
災害応急対策業務 

（地域防災計画に基づく） 
優先度の高い通常業務 

・災害対策本部の設置 

・避難所運営 など 

・感染症対策等市民の健康管理 

・通常ごみの処理  など 
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災害対策本部（常設班）

３時間 １２時間 １日 ３日 １週間

総括班 総括チーム
災害対策本部事務
局の立ち上げ

災害救助法の適
用及び救助

防災会議との連絡
調整

災害応急対策の基
本方針
本部の予算及び庶
務

本部長の指令伝達

各部との連絡調整

自衛隊災害派遣要
請
防災関係機関との
連絡調整
避難情報に関するこ
と
県及び他市への応
援要請
緊急通行車両等の
確認
災害対策本部員会
議の記録
車両の調達及び公
用車の配車

プレス対応
チーム

災害・避難に係るマ
スコミ広報

報道機関の窓口

問い合わせ
対応チーム

市民からの問い合
わせ対応

総務班
人的受援・職
員動員チーム

不足職員数の把握
と庁内外との調整

現場広報
チーム

災害・避難に係る現
場広報

情報及び記録の
整理・保存

現地情報
連絡班

現地情報連
絡チーム

各部の応急活動状
況の報告

情報分析
班

情報分析
チーム

災害対応オペレーション
システム取りまとめ

被害の集計

避難支援
班

指定避難所開
設運営チーム

指定避難所及び福祉
避難所の開設準備

避難所の不足物資の把握
と物資班への要請

避難者支援
チーム

避難所運営職員の配備
準備（機材等含む）

避難支援プラン

避難行動要支援者
に対する情報伝達
避難行動要支援者
の避難支援業務

物資班
物的受援・管
理チーム

避難所の不足物資の把握
と庁内外との調整・受入れ

物資受入・輸
送チーム

支援物資の受入
れ

指定避難所への
輸送

支援物資の在庫
管理

連絡調整
チーム

災害時医療チーム、県
等との連絡調整・報告

保健・衛生・医療に関す
る状況把握・アセスメント

医療対策
チーム

受入医療機関・医薬品・医
療機器・衛生資材等の確
保、住民への周知

毒物・劇物取扱事
業所の指導

衛生対策
チーム

感染症予防・食品衛
生・環境衛生等の対応

動物（ペット）の保
護

健康支援
チーム

保健・栄養等の生
活の指導

業務を開始する時期

避難行動要
支援者支援
チーム

保健・
衛生・
医療班

班名等
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災害対策本部（特別班）

３時間 １２時間 １日 ３日 １週間

被災者支
援班

生活相談対
応チーム

罹災証明の受付・
発行

総合相談窓口の
開設及び対応

被災者台帳の作
成

被害調査対
応チーム

被害調査

被害調査データ
ベース作成

ボランティア
受入チーム

ボランティアの受
入れ

燃料交通班 燃料の確保対策

公共交通の確保

特別被害支援班 安否情報の提供
長期にわたって支援が必
要な危機事象への対応

応急医療班
応急医療対策チー
ムの編成

救護所の設置

医療救護班（医師
会）の出動要請

遺体対応班
遺体安置所の開
設及び運営

災害対策現地本部
（各支所）への支援

業務を開始する時期

災害対策現地本部
支援班

班名等

災害対策現地本部

所属 ３時間 12時間 １日 ３日 １週間

各支所
消防団及び自主防災
組織等との連携に関す
ること

保健衛生及び環境衛
生に関すること

災害義援金の受付に関
すること

奉仕団、民生委員等、
社会事業団体との連絡
及び協力要請に関する
こと

見舞金に関すること

災害対策本部及び関
係機関団体との連絡調
整に関すること

救援物資の調達及び
供給に関すること

被災地の清掃に関する
こと

災害情報の収集及び
伝達に関すること

災害に関する市民への
広報活動に関すること

通信連絡の確保に関す
ること

非常配備人員の把握
及び調整に関すること

所管諸施設の災害対策及び被
害調査並びに市民一般家屋等
の被害調査に関すること

自動車の配車及び緊
急輸送に関すること

医療救護に関すること

救護所、指定避難所
等、応急施設の開設及
び管理に関すること

医療機関との連絡及び
協力要請に関すること

児童・生徒の避難計画
及び指示に関すること

避難行動要支援者に
関すること

業務を開始する時期
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（２）各部における非常時優先業務 

 

危機管理室 

 

災害応急対策業務 
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政策調整部 

  

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

優先度の高い通常業務 
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総務部 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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財務部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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商工観光部 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

優先度の高い通常業務 
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農政部 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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市民・文化スポーツ部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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環境部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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健康福祉部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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こども未来部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



29 

 

建設部 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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都市政策部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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上下水道局（下水道事業） 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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会計課 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

選挙管理委員会事務局 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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監査委員事務局 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

 

農業委員会事務局 

 

災害応急対策業務 

 

 

 

 

 

優先度の高い通常業務 
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教育委員会 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

消防本部 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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上下水道局（上水道事業） 

 

災害応急対策業務 
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優先度の高い通常業務 
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各支所 

 

優先度の高い通常業務 
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第４章 防災意識の向上と 

         協力体制の構築 

 

 業務継続計画は、災害発生時に当該計画に記載した業務内容等がスムーズに実施されて、

はじめて効果が発揮できるものであり、訓練や見直しを行うことで、より実効性の高いもの

とする必要がある。 

 そのためには、職員一人ひとりが計画内容を把握し、実行できる知識と経験を身につける

ほか、時代の流れに即した市民ニーズを的確に捉え、計画に反映する必要があるため、防災

訓練等を通じて、新たな課題や改善点を見つけ出すことが重要である。 

 

１ 災害シミュレーションの実施 

大規模災害の発生時は、混乱状態となり、平時であれば問題なく実施できる行動や思考が

うまく機能せず、業務継続の前提となる災害時に必要な機器の保管場所や設置方法がわか

らなくなることも想定される。 

こうした問題に対応するために、国・県等の関係機関と連携した災害シミュレーションを実

施し、災害対策本部の立ち上げや各業務における必要物品の確認など、業務を継続する前段

での準備行為についても、常時確認しておくことが重要である。 

このようなシミュレーションにより、災害発生時の指揮命令系統である災害対策本部体制

の強化が図られる。 

      

２ 防災訓練の実施 

防災や災害対応における技術や考え方は日々進歩しているほか、市民のニーズも時代と

ともに変化しており、これらを適切に計画や実際の業務に反映させることが重要となってい

る。しかしながら、大勢の避難者がいる場合の対応など、新たな課題に対応するためには、

実際に各種防災訓練を実施し、計画の実効性がどの程度担保されているのかを確認する必

要がある。 

防災訓練の中でも総合防災訓練や地域防災訓練などは、地域住民や各事業者も含めた訓

練となっており、避難者、ボランティア、事業者など、それぞれの視点から見た問題点や改善

点などを確認できる機会であり、その後の計画の改善に直結する重要なものである。 

また、大規模な訓練以外でも、避難所の開設、備蓄品の搬出、支援物資の受入れなど、個別

業務に係る訓練の実施も計画することで、職員一人ひとりの防災意識の向上と各業務におけ

る内容把握、内部連携の強化が図られる。 

 

３ 関係機関との協力体制の強化 

災害時における関係機関との協力については、国、県、自衛隊等の公的な機関のほか、ライ

フライン等の復旧に当たる各事業者との協力体制の強化を図る必要がある。 

特に、ライフラインの復旧作業にあたる各事業者との関係を強化することにより、被災状況
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や復旧状況の確認をすばやく、正確に行うことができ、混乱した状況においても、適切な業務

体制の構築や現場に対する適切な指示が可能となり、このことが早期の復旧、復興に繋がる。 

災害時連携ふくしまタスクフォース等の活用により、協定先との「縦の関係」強化はもとよ

り、協定先同士の「横の連携」も強化し、災害時の体制及び防災力の強化を図る。 

 

４ 防災意識の向上と地域住民等の協力 

災害発生時に受ける被害を減少し、一日でも早い復旧･復興を実現するためには、日頃か

ら災害に対する備えをし、混乱しないことが重要であるが、このことは職員のみならず、市民

一人ひとりが防災意識を向上させ、災害に備える必要がある。 

住民の防災意識の向上を図るため、各地区において防災訓練や防災講話を実施するほか、

防災士資格取得者など、地域の防災リーダーを中心に、平時から防災に対する啓蒙活動がな

されることで、災害時の自助、共助による住民自らの行動も期待され、これが早期の復旧・復

興に繋がる。 

今後は、小中学生を中心とした防災教室等も実施し、小中学生にも災害や防災に関する知

識に接してもらうことで、地域における防災意識のさらなる向上を図る。 

 

 


